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年に農林省に統計調査局が設置されてから昭和 31 年までの 10 年の間に実施した農作物統
計調査に関する 25本の調査要綱類を収録したもので、農林省統計調査部内に設置された農
林水産統計調査史編纂室によって『農林水産統計調査史編集資料（編の九）』として、昭和
32 年 10 月 21 日付けで作成されたものである。この「要綱輯覧」は、実際には、この『農
林水産統計調査史編集資料（編の九）』（「要綱輯覧（1）」）と『同（編の十）』（「要綱輯覧（2）」）






































終戦の年の昭和 20 年の米の収穫量は、災害などもあったが 587 万 t に落ち込んでいた。
前 5 か年平均では 913 万 t も取れていたことからすれば考えられない程の落ち込みであっ
た。米の生産も統計の信頼性もどん底となっていた。この戦後の壊滅的な状況の下での緊
急の課題は、新しい農林統計組織を再建し、供出制度の公正な運営に役立つ正確な作物統




















































和 28年産冬作綜合作付実態調査要綱注 4」などである。 
そしてそのような課題を克服しつつ、対地標本実測調査体系を維持した面積調査体系の
集約ともいえるのが昭和 31年の「昭和 31年産作付面積と耕地面積統計調査方針」であり、
その方針の下に昭和 31 年に作成された「補完的要綱類」である。昭和 30 年には米の生産
量は未曽有の大豊作となり、1,238万 tを記録した年であった。また、昭和 31年といえば、
経済白書で「もはや戦後ではない」と謳われた言葉が流行語になった年である。この時期



















第 1章 総則 
第 2章 米 
 第 1 作付面積 
 第 2 収穫面積 
 第 3 生育状況 
 第 4 予想収穫高 
 第 5 推定実収高 
第 3章 甘藷 
第 1 作付面積 
 第 2 収穫面積 
 第 3 予想収穫高 




















































① 昭和 22年産米作付面調査実測調査要綱（要綱輯覧 P.32） 
本要綱の主要な内容は要約すると次のようなものであった。 
1）目的  







































































































































































































11 月 20 日頃まで、③郡市別及び町村別作付面積、収穫面積、推定反収、推定実収高の作




















る。『戦後農林統計史』の中でもこの問題は詳しく説明されている（第 1巻 P.695 ～P.701、














（6）昭和 26年夏作調査要綱（要綱輯覧 P.205）                                          
～本格的地域抽出法に基づく夏作作付面積調査の確立と内容の深化～ 
昭和 28 年 9 月 30 日に発行された「日本農業の統計的分析」（P.100）によれば、夏作作
付面積調査手法がほぼ固まったのは、昭和 25年注 17とされ、その後は大きな変化を行ってい





第 1章 総則 
第 2章 作付面積調査 
第 3章 水稲収穫高調査 
第 4章 陸稲 
第 5章 甘藷収穫高調査 
第 6章 被害調査 
第 7章 マイナークロップスの調査 
第 8章 アンケート調査 
第 9章 郵送調査 























第 1節 調査方針 
第 2節 階層分け 
第 3節 抽出 
第 4節 現地調査 
第 5節 推計並びに分散 
第 6節 ききとり調査 
第 7節 計画面積調査、報告調査及び入作調査 
































∙ 𝑦𝑦 ∙ 𝑟𝑟 
𝑋𝑋𝑖𝑖・・・対地標本単位区の台帳基準水稲面積 
𝑌𝑌𝑖𝑖・・・対地標本単位区の耕地カード集計面積
















方和の計算が∑(𝑋𝑋𝑖𝑖 − 𝑋𝑋�)2ではなく、∑(𝑋𝑋𝑖𝑖 − 𝑅𝑅�𝑌𝑌𝑖𝑖)2という形になっているところが異なってい
る。この分散式の仕組みから調査した作付面積とカード集計面積が近似している程、また
は、Xと Yとの相関が高く、Rの分散が小さくなると分散の計算値が小さくなることが分か
る注 27。そしてこのことは Rの値によって層別すればいいことも示している。 
𝑉𝑉� = 𝑁𝑁(𝑁𝑁 − 𝑛𝑛)
𝑛𝑛
𝜎𝜎�2𝑋𝑋−𝑅𝑅𝑅𝑅 = 𝑁𝑁(𝑁𝑁 − 𝑛𝑛)𝑛𝑛 ∑(𝑋𝑋𝑖𝑖 − 𝑅𝑅�𝑌𝑌𝑖𝑖)2𝑛𝑛 − 1  
 











































第 1節 調査方針 
第 2節 階層分け 
第 3節 標本抽出注 28 
第 4節 現地調査 
15 
 
第 5節 推計並びに分散 





























（8）米世帯別並びに耕作規模別作付面積調査について（要綱輯覧 P.301）            
～標本ききとり調査法による調査～ 










（9）昭和 26年産麦及び水稲品種別作付面積報告について（要綱輯覧 P.303） 
～「表式調査法」に基づく調査～ 
これは、昭和 26年 11月 26日付けで統計調査部長から各統計調査事務所長へ通達された
ものである。 
内容は、昭和 26年産麦及び水稲品種別作付面積について報告されたいという簡単なもの





（10）昭和 27年産夏作物作付面積予測調査について（要綱輯覧 P.307） 
～「出張所長の平常の観察」基づく調査報告～ 
これは、昭和 27 年 3 月 22 日付けで統計調査部長から各統計調査事務所長へ通達された
もので、「昭和 27年産夏作物作付面積予測調査要領」を作成して付したものである。 
内容は、「27 年産冬作調査要綱」により 2 月 1 日現在で「昭和 27 年産夏作物作付面積調




























本要領は、最初に、①「昭和 28 年耕地面積調査要綱の第 6節に定めた耕地拡張潰廃面積





















































第 1章 調査の目的 
第 2章 調査の企画 
 第 1節 順序と機構 
 第 2節 標識の選択 
 第 3節 指標の階層分け 
 第 4節 調査の基準 
 第 5節 目標精度 
 第 6節 標本数の決定 
第 3章 統計の生産 
 第 1節 階層分け 
 第 2節 標本配分と抽出 
 第 3節 実施調査 
 第 4節 推計と分散 
 第 5節 推計母集団の整備 
 第 6節 調査期日と報告期日 
第 4章 統計の加工と利用  
 第 1節 郡市区町村別資料の作成 
 第 2節 作付増減原因別資料の計算 
 第 3節 耕地利用度の計算 
 第 4節 土地利用景観写真の蒐集 
 第 5節 面積統計の利用法 
 


























昭和 31 年 8 月 21 日、『農業白書』（「農林水産業の現状と問題点」）の公表に併せて、
耕地面積結果が対地標本実測調査の結果として初めて公表され、それに伴って既に公表さ














した」（「農林省統計調査部報」、昭和 33年 9月号）。 
 


















「昭和 31 年産作付面積と耕地面積調査様式集」そしてこの「昭和 31 年面積調査の作業規
準」は、これまでの面積調査の到達点を詳細に説明しているという共通点を有しており、
昭和 31年における面積調査の 3部作となっているといえる。 
章、節の構成は以下のようになっている。 
第 1章 調査の基準 
 第 1節 調査の定義 
 第 2節 調査基準 
 第 3節 計上単位 
第 2章 実地調査 
 第 1節 見回り調査（予備調査） 
 第 2節 対地調査 
 第 3節 平板測量 
 第 4節 面接調査 
 第 5節 地押調査 
第 3章 審査 
 第 1節 チェック調査 
 第 2節 審査 
第 4章 推計母集団の整備 
 第 1節 耕地カード 
 第 2節 耕地図 
 第 3節 単位区カード 
 第 4節 調査区 
第 5章 簡略計算の手引 
第 6章 推計式および分散式 
 第 1節 耕地面積 
 第 2節 作付面積 














（15）昭和 31年夏作作付予定調査について（要綱輯覧 P.485） 
～標本面接調査法による調査～ 
これは昭和 31 年 2 月 27 日付けで統計調査部長から各事務所長宛てに出された通達であ
る。通達の根拠について、「作物調査要綱第 2 編第 5 章による昭和 31 年夏作作付予測調査
要領を下記のとおり定めた」としている。 
定められた内容を要約すると、以下のようになっている。なお、水稲は調査対象になっ







る仕組みになっている。報告期日は 4月 5日、公表予定日は 4月 15日となっている。 



























（17）昭和 30年夏作標本実測調査層別効果について（要綱輯覧 P.539） 
～調査設計（階層分けと標本配分）の評価資料～ 








































































この「昭和 26年の冬作調査要綱」の目次構成は以下のように 4章からなっている。 
第 1章 総則 
第 2章 作付面積調査 
第 3章 麦類収穫高調査及び被害調査 
第 4章 ばれいしょ収穫高調査及び被害調査 
第 5章 マイナークロップスの調査 




第 1節 調査方針 
第 2節 階層わけ 
第 3節 抽出 
第 4節 現地調査 
第 5節 推計並びに分散 
第 6節 ききとり調査 
第 7節 報告調査 
 
（3）昭和 26年産麦及び水稲品種別作付面積報告について（要綱輯覧 P.303） 


















































































第 1節 総括 
第 2節 調査方法 
第 3節 推計および分散 






























（6）昭和 31年主要冬作作付予定面積調査について（要綱輯覧 P.473） 
これは、昭和 30年 8月 1日付けをもって統計調査部長から各統計調査事務所長へ出され







（7）昭和 31年冬作作付面積調査の照合調査について（要綱輯覧 P.515） 
この調査は昭和 31 年 4 月 14 日付けで、統計調査部長から各統計調査事務所長へ通達さ






これは、昭和 31 年 5 月 30 日付けで統計調査部長から各統計調査事務所長へ出された通


























を 2箇所に減らし、1箇所当たりの刈取り規模も 1坪と小さくし、合計 2坪刈りとすること







統計的分析』（近藤康男編、東洋経済新報社、昭和 28 年 9 月 30 日発行）の中で、標本実
測調査と坪刈調査手法に基づく水稲の収量について、昭和 25年度の調査手法を詳しく説明
した後、「昭和 26、27 年とも 25 年度の本質的な相違点はなく、予算労力の関係で坪刈筆
数を減らした程度である」としている。そうであれば、ここに収録された 3 点の要綱類を
みるだけで、この時代における水稲収穫高調査の仕組みは分かることになる。その後にお
いては、昭和 31年までの間でみると大きく変わった点が少なくとも 3点ある。第 1は標本
抽出法に水田面積確率比例抽出法という手法が昭和 30年から採用されたこと注 38、第 2は昭








後農林統計史(第 1巻)、(第 2巻)』（農林統計研究会、昭和 45、46年）、『農林水産統計
情報 50年史』（農林水産省統計情報部、平成 9年 11月）等がある。 
 
（1）昭和 22年産米及甘藷収穫高調査要綱（要綱輯覧 P.5） 
～実行性に疑問のある調査方法～ 
この調査要綱においては、米の収穫高調査は、生育状況調査（第 1回：8月 1日現在、第













3）刈取り箇所の決定は、原則としてその筆の対角線に交又して 1カ所 1坪宛て 5カ所以
上を選定する。刈取りは正条上の場合は 1坪分株数を箇所ごとに刈取り、不正条上の






















（2）昭和 23年産米及び甘藷収穫高調査要綱（要綱輯覧 P.67） 
～簡素化を図った調査～ 
昭和 23 年からは、統計調査局が単独で調査を行うこととなった。昭和 22 年の収穫高調
査の方法は、到底実行可能とは思われないものであったことを踏まえ、簡素化されている。 
この要綱の目次構成は、次のようになっている。 
第 1章 稲及び甘藷作付面積 
30 
 
第 2章 米予想収穫高 
第 3章 米推定実収高 
第 4章 甘藷予想収穫高 
第 5章 甘藷推定実収高 





3箇所で、各 6～7株づつ計 20株について「穂数」及び「稈長で中庸の 1本の粒数」を調査
の上、坪当たり稔実粒数を算出してその筆の反収を算定するとしている。 
推定実収高調査時には、作況標本筆の刈取り調査を行うとし、刈取り箇所は対角線上の 3
箇所を選び、各箇所において、1 坪づつ計 3 坪分に相当する株数（又は畦長）を刈り取り、






















① 水稲収穫高調査（要綱輯覧 P.224） 
（a）調査要綱による調査の概要 
水稲収穫高調査については第 3章に記述され、節構成は次のようになっている。 
第 1節 調査方針 
第 2節 水稲作況調査圃 
31 
 
第 3節 概況調査 
（第 1回 6月 10 日現在、第 2回 7月 10日現在、第 3回 8月 10日現在） 
第 4節 第 1回予想収穫高調査（9月 10日現在） 
第 5節 作況標本単位区の抽出 
第 6節 第 2回予想収穫高調査（10月 10日現在） 
第 7節 推定実収高調査 






第 3節の概況調査（第 1回 6月 10日現在、第 2回 7月 10日現在、第 3回 8月 10日現
在）では、各調査時期ごとの調査の内容、報告等について記述している。 





第 6節の第 2回予想収穫高調査（10月 10日現在）では、予想収穫高の予想方法につい
て記述し、特に標本筆での粒数調査について詳しく記述しているほか、取りまとめ、報
告について記述している。その方法は、標本単位区内で 2 筆抽出した 1 筆目の標本筆で






























は、昭和 24 年から開始され昭和 36年まで継続したという。 
一方、作況標本単位区での標本筆調査は、予想収穫高調査及び推定実収高調査のため
に実施されるものである。この作況標本単位区数は、1推計単位（1出張所又はいくつか
を合せた地域、1県 16 程度）平均 60とされている。標本単位区の抽出は階層分けをした
上で、階層に割り当てられた標本単位区数を任意系統抽出するとしている。標本筆注 44は
各標本単位区から 2 筆を系統抽出し、調査箇所は、予想収穫高調査時には標本筆の対角



















       推定収穫面積＝推定作付面積－収穫皆無面積 
       推定反収 ＝ 推定乾燥精籾重 × 籾摺り歩合 


















が、津村善郎氏は、昭和 25 年の調査と 26年の調査は基本的に変わってい注 46ないとしつ














































































第 1節 調査方針 
第 2節 概況調査 
（第 1回 6月 10 日現在、第 2回 7月 10日現在、第 3回 8月 10日現在） 
第 3節 予想収穫高調査（第 1回 9月 10日現在、10月 10日現在） 
第 4節 推定実収高調査 
 





第 1節 調査方針 
第 2節 概況調査 
（第 1回 7月 10 日現在、第 2回 8月 10日現在、第 3回 9月 10日現在） 
第 3節 予想収穫高調査（10月 10日現在） 












第 1節 調査方針 
第 2節 予想収穫高調査 






















⑥ 郵送調査（要綱輯覧 P.277） 
郵送調査については、2節を設けて調査方法等について非常に詳しく定めている。目次
の構成は、以下のようになっている。 






















質的には、昭和 23年麦収穫高調査要綱と昭和 26年冬作調査要綱の 2点と考えてよい。 
 




































































① 麦類収穫高調査及び被害調査（要綱輯覧 P.153） 
第 3章の目次構成は以下のようになっている。 
第 1節 調査方針 
第 2節 麦類作況調査圃 
第 3節 被害調査 
第 4節 作柄概況調査 
第 5節 作況標本単位区の抽出 
第 6節 予想収穫高調査及び被害調査 
第 7節 推定実収高及び被害調査 
第 8節 調査方法の説明 











い麦についても最低 20 筆）、②調査箇所の選定方法（生育調査及び出穂後 30 日調査で


































第 1節 調査方針 
第 2節 作柄概況調査 
第 3節 予想収穫高調査及び被害調査 




第 1節 調査方針 
第 2節 予想収穫高 









第 1節 調査項目及び調査時期 












































































第 6章被害調査（要綱輯覧 P.247）の目次構成は次のようになっている。 








第 2節 基準反収及び平年反収 
 1 基準反収及び反当減収量 
 2 平年反収 
第 3節 速報 
 1 事務所長の速報 
 2 出張所長の速報 
第 4節 調査方法 
 1 一般の方法 
 2 特別の方法 
 3 被害調査圃調査の方法 
 4 増減収調査の方法 
  第 5節 報告 
 
以下に記述された内容を簡単にみていく。 





























































































































この「要綱輯覧」には、戦後の新しい農林統計組織が発足した昭和 22 年から昭和 31 年













































り下るが、丁度農林統計発足 20 年周年を記念して昭和 45年から 46年にかけて発刊された











和 42 年かけて作成され、その地道な基礎作業が戦後の新しい農林統計組織創立 20 年史と


































































注3 冬作作付面積調査の項で説明する「昭和 26 年冬作調査要綱」も同様である。 
注4「冬作作付面積調査」の項で解説している。 











                                                                        
綱」の中では「標本調査」の話はまだ出てこない。 
注7 当時の筆数は、田畑で 1億筆近くあるとされていた。 
注8 にもかかわらず、作付面積調査がこのような全数調査になっていることの理由のひとつに、












第 1次抽出単位は 28市町村、第 2 次抽出単位は各市町村 15筆（全 420 筆）であった。しかし、
予定の 420筆に達したものは少なく、多くは 200 筆台、中には 100筆台の事務所もあったとされ
ている。 
注11『戦後農林統計史（第 2巻）』（P.51）によれば、標本小字数は各県 230、実測筆数は各小字と





























































注30 そこに定められた標本数は、県単位で 1,000調査区、標本世帯数は 1 調査区５戸となってい
る。 
注31 このような要綱類は、「統計調査部長」が定めるものであるが、その上位規範としては、農
林大臣が定める「規則」という法令があった。この当時の規則は、昭和 25年 10月 19 日に公布
された「農業統計調査規則」であった。なお、現在の作物統計調査は、昭和 46年 6月 5 日農林
省令第 40号として公布された「作物統計調査規則」に基づいて実施されている。 
注32 昭和 31 年の標本単位区数は、10 万単位区前後ではないかと推測していている。その理由は、




注34 GHQは昭和 21年 5 月、アメリカの農務省のコロラド州の統計事務所長であるフロイド・K・
リード博士を招いて我が国の作物統計の抜本的改革の指導にあたらせた。リード氏は、標本実測
調査はよいが金がかかり過ぎて駄目だという見解を持っていた（久我通武著『統計夜話』）。 
注35 正確には、「昭和 28年産冬作綜合作付実態調査要綱」のこと。 
注36 標本数は次のようになっている。①農家数 10 万戸以下の事務所 600 調査区、3,000 農家、
②10万～15 万戸の事務所、800調査区、4,000 農家、③15 万戸以上の事務所、1,000調査区、5,000
農家。 





                                                                        
注39 米の収量基準は、この時導入された縦目篩で 1.7mm以上の粒厚のある玄米を収量とするとい
う原則であり、この収量基準は現在も使われている。ただし、昭和 27年にはこの原則を維持し




















平均で 1,250単位区となっている。なお、『戦後農林統計史（第 2 巻）』（P.327）には、水稲作況






おく必要がある（『戦後農林統計史（第 2 巻）』P.328）。 
注46「昭和 26年夏作調査要綱」は、P.238～P.289にかけて「概要及び前年の要綱との相違点」と
して、昭和 25年調査との違いについて、表形式で説明している。 


































注53 昭和 30 年の被害調査実施要領上ではまだ「増減収調査」と呼ばれている。「減収調査」と呼
ばれるのはもう少し経ってからのようである。 
注54 これは昭和 30 年の「減収調査」の開始に当って、「膨大な新規定員と多額の予算、および機
動力の設置」（『戦後農林統計史（第 2巻）』P.492）が認められたためと思われる。 
注55 ポイントサンプリング手法については、「ドット標本調査法による作付面積調査」として齊




表 1 夏作作付面積調査（耕地面積調査を含む）関係の要綱類 
  
 








昭和22年 ( 1 ) 昭和22年産米及甘藷収穫高調査
　    要綱
( 2 ) 昭和22年産米作付面積実測調査に
　    関する件
昭和23年 ( 3 ) 昭和23年産米及び甘藷収穫高調査
　    要綱
昭和24年 ( 4 ) 抽出単位の調査実施要領
昭和25年 ( 5 ) 昭和25年産米面積及び収穫高
      町村別資料作成要領
( 6 ) 昭和26年夏作調査要綱 ( 7 ) 米世帯別並びに耕作規模別
　    作付面積調査について
( 8 ) 昭和26年産麦及び水稲品種別
　    作付面積報告について
( 9 ) 昭和26年耕地面積調査要綱
昭和27年 (10) 昭和27年産夏作物作付面積予測








     効果について
　注：1）（　）書きの数値は、今回の整理のために付したものである。
(12) 昭和31年産作付面積と耕地面積
     統計調査方針
(13) 昭和31年産作付面積と耕地面積





昭和23年 (1) 昭和23年麦収穫高調査要綱 　
昭和24年 　
昭和25年 　 　



















　　　　   の定めは「作物名」だけであり、従ってここでは、個別には説明していない。
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表 3 夏作収穫高調査関係の要綱類 
 
 
表 4 冬作収穫高調査関係の要綱類 
 
 
表 5 農作物被害調査関係の要綱類 
 
年次 主たる要綱類 補完的要綱類
昭和22年 (1) 昭和22年産米及甘藷収穫高調査要綱 　
昭和23年 (2) 昭和23年産米及び甘藷収穫高調査要綱 　
昭和24年 　 　
昭和25年 　 　
























昭和22年 (1) 昭和22年産米及甘藷収穫高調査要綱 　





















昭和 29 年農作物収穫高調査実施要領（水陸稲の部） 
昭和 31 年農作物収穫高実施要領 
昭和 31 年収量調査必携 
昭和 31 年農作物収穫高様式集 
農作物被害調査 
麦類調査要綱に基づく被害月報報告中暖冬の被害の取扱いについて 昭和 24 年 4 月
27日 24 統局第 62号 
昭和 27 年冬作調査要綱（被害調査の部） 
昭和 27 年夏作調査要綱（被害調査の部） 
統計指導官室制度実施要領 
冷害による農作物被害調査について 
昭和 30 年夏作物被害調査実施要領（被害増減収調査の部） 
昭和 31 年産冬作農作物被害調査実施要領 
昭和 31 年産冬作農作物被害調査実施要領様式集 
昭和 31 年産夏作農作物被害調査実施要領 
昭和 31 年産夏作農作物被害調査実施要領様式集 
気象感応試験および作況試験 
昭和 24 年気象感応試験実施要綱 
昭和 24 年作況試験実施要領 
昭和 28 年気象試験ならびに基礎試験実施要綱 
土地改良増加生産量調査 
昭和 28 年度土地改良水稲増加生産量調査要綱 
昭和 28 年度土地改良水稲増加生産量調査要綱様式集 
昭和 28 年度土地改良増加生産量調査研究の手引き 
昭和 31 年度土地改良水稲増加生産量調査要綱 
昭和 31 年度土地改良水稲増加生産量調査要綱様式集 
地力調査 
昭和 25 年土地生産力調査の一環としての水田土壌断面調査実施要領 






















ものである。昭和 26 年、27 年度に研究調査を実施し、昭和 28 年度より全国規模で調査が





































農林省統計情報組織 40 周年記念会による『農林水産統計情報 40 年の歩み』は、農林統
計組織の発足 40 年を記念して昭和 62 年に発行されたものである。その中の「農林水産統
計を顧みて」という局・部長経験者等による座談会では、この要綱輯覧に係る秘話等が率
直に語られている。 
農林水産省統計情報部による『農林水産統計情報 50 年史』は、農林統計組織の発足 50








































































































































































千ha 千ha 千ha kg 千t 千ha kg 千t 千t
昭和11年 3,042 323 113 9,836 138.8 191 265.1 10,101.1
昭和12年 3,044 321 110 9,766 146.3 125 182.3 9,948.3
昭和13年 3,048 316 107 9,628 146.1 172 251.9 9,879.9
昭和14年 3,016 333 110 10,052 150.5 194 292.4 10,344.4
昭和15年 3,004 298 95 8,955 147.7 119 175.6 9,130.6
昭和16年 3,011 269 88 8,111 144.7 105 152.2 8,263.2
昭和17年 3,001 329 107 9,859 137.0 115 157.0 10,016.0
昭和18年 2,967 313 99 9,273 117.3 136 159.7 9,432.7
昭和19年 2,852 304 97 8,666 102.8 115 118.1 8,784.1
昭和20年 2,798 208 67 5,823 71.0 69 49.1 5,872.1
昭和21年 2,719 336 111 9,124 61.3 136 83.5 9,207.5
昭和22年 2,811 311 103 8,746 72.7 72 52.1 8,798.1
昭和23年 2,866 342 112 9,792 90.9 191 173.7 9,965.7
昭和24年 2,875 322 100 9,243 112.1 125 140.5 9,383.5
昭和25年 2,877 327 99 9,412 133.9 178 238.4 9,650.4
昭和26年 2,877 309 93 8,888 139.2 110 153.8 9,041.8
昭和27年 2,872 337 101 9,676 137.5 180 247.0 9,923.0
昭和28年 2,866 280 84 8,038 148.4 135 200.5 8,238.5
昭和29年 2,888 308 92 8,895 163.4 133 218.0 9,113.0
昭和30年 3,045 396 118 12,073 177.2 175 311.6 12,384.6
昭和31年 6,012 3,320 3,059 348 104 10,647 183.2 138 252.2 10,899.2
昭和32年 6,044 3,335 3,075 364 107 11,188 164.0 168 276.1 11,464.1
昭和33年 6,064 3,345 3,080 379 108 11,689 173.7 175 304.0 11,993.0
昭和34年 6,073 3,364 3,105 391 109 12,158 182.8 188 343.1 12,501.1
昭和35年 6,071 3,381 3,124 401 108 12,539 184.0 173 319.9 12,858.9
昭和36年 6,086 3,388 3,134 387 102 12,138 166.7 168 280.7 12,418.7
昭和37年 6,081 3,393 3,134 407 105 12,762 150.3 164 247.3 13,009.3
昭和38年 6,060 3,399 3,133 400 101 12,529 139.1 203 282.6 12,811.6
昭和39年 6,042 3,392 3,126 396 99 12,362 134.7 165 222.1 12,584.1
昭和40年 6,004 3,391 3,123 390 97 12,181 132.4 172 228.1 12,409.1
昭和41年 5,996 3,396 3,129 400 99 12,526 125.3 175 219.4 12,745.4
年次
　注：1)「作物統計」（農林水産省統計情報部）から作成。
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